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研究成果の概要（和文）：　IASBが現在取り組んでいる新概念フレームワークを「会計の大転換」という仮説にもとづ
いて追究した。それは、現行のIFRSを要約したものではなく、将来を見据えたビジョン型のフレームワークである。そ
の知見をもとにIASBの「討議資料」と「公開草案」の持分の定義の矛盾に関してコメントレターを送った。
　大転換する会計の有用性の実証的検証は一般に困難であるが、資金法形式の利益分解の有用性を確認した。また、会
計と文化の観点から多様な国々の大転換の許容度を検討した。現在、世界的に進行している「格差」は慣習的会計に起
因する可能性があり、新しい会計による新しい資本主義に向けて、日本の貢献が期待されている。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this research is to investigate the essence of the New Conceptual 
Framework(NCF), currently developed by the IASB. The hypothesis adopted here is “the great 
transformation of accounting,” which will be promoted by the combination of the Entity Theory and the 
Funds Flow View. The NCF is providing the new vision for future financial accounting, not summarizing the 
current IFRS. Based on this assumption, two comment letters were sent to the IASB concerning the 
definition of the equity in DP(2013) and ED(2015).
 Generally, it was difficult to empirically verify the relevance of the Entity Theory. But the relevance 
of the Funds Flow Approach to Income Reporting (FAIR) was verified. The cultural significance of 
accounting, including Japan and Islamic countries are investigated. The inequality, spreading all over 
the world now, might be caused by the conventional bookkeeping. The new accounting system from Japan is 
expected to make shift to the stakeholder capitalism.

研究分野： 会計学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究がスタートしたのは 2012 年 4 月で

あった。同年 9 月に国際会計研究学会のスタ
ディーグループ「国際会計の概念フレームワ
ーク」の『最終報告書』が発行された。これ
は当研究グループのＡチーム（概念フレーム
ワーク）による成果で、2010 年 9 月の IASB
とFASBの共同作業による新概念フレームワ
ーク「財務報告の目的」と「財務情報の質的
特性」を解明したものであった。 
そこでの研究代表者の結論は、「両審議会

は会計の大転換を目指している」というもの
であった。それは会計主体論レベルで資本主
説（P 説）から企業主体説（E 説）へ、会計
観のレベルでは資産負債観と収益費用観の 2
項対立から資金観を加えた三元的調和への
転換である。この会計の大転換が本研究を遂
行するうえでの仮説となっている。それは次
のように図示される。 

 
 

 
 
 
 
    
 
 
 
 
 

 
 

 
この図が示すのは、旧フレームワークは資

本主説（P 説）に基づくアメリカ型株主資本
主義にマッチしたものであったが、その後、
東西冷戦の終結（1991 年）、アメリカ同時多
発テロ（2001 年）、リーマンショック（2008
年）などがあり、株主資本主義から共益資本
主義への移行を可能にする企業主体説（E 説）
が新概念フレームワークにおいて実現する
という仮説である。 

IASB の議長がイギリスのデイビッド・
ツゥイーディー卿からオランダの元金融大
臣、ハンス・フーガーホスト氏に代わり、
概念フレームワークのさらに下位の階層に
ついて IASB と FASB は共同作業を解消し、
別々に作成することになった。我々は主と
して IASB の作業を見守ることにした。日
本は IFRS のアドプションの決定を 2017
年頃までに延期したので、IASB 概念フレ
ームワークの性格を 2017 年までに見極め
る必要が出てきた。そのポイントは新概念
フレームワークが慣習的な資本主説（P 説）
だけでなく、新しい企業主体説（E 説）を
容認するかどうか、また、キャッシュフロ
ー計算書について直接法表示だけを要求す
るかどうか、などにあった。 
新旧のフレームワークの間には 20～30 年

ほどの隔たりがある。先にも述べたように、
この間に、東西冷戦の終結などの時代を大き
く変える出来事があった。新旧フレームワー
クには相当の違いが出てくるはずである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、2004 年から IASB が

FASB と共同で開発しようとした新概念フレ
ームワーク（Conceptual Framework for 
Financial Reporting）の構造と意義を総合的
に解明することである。ここに総合的とは、
(1)概念フレームワークの全階層について体
系的に考察し、(2)それがもたらす財務情報の
有用性を検証し、(3)概念フレームワークの特
定の内容が、異なる組織文化にどのように適
合するか、という三つの視点からアプローチ
することを意味する。 
新概念フレームワークの構造の解明にあ

たっては、その形成過程における論点、およ
び、FASB や IASC や ASBJ の旧フレームワ
ークとの比較も考察の対象に含める。これに
よって、財務会計のパラダイム変革の動向を
解明し、その観点から IASB や ASBJ に対し
て提言を行うことも本研究の目的に含まれ
る。 
 
３．研究の方法 
本研究では、新概念フレームワークを解明

するにあたって、(A)その構造、(B)情報の有
用性、(C)各国への適合可能性の 3 つのグルー
プに分けて、研究を進める。 
そのため、次図のような研究グループの編

成とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
分析観点としては、FASB の旧概念フレー

ムワークに反映されなかった第三の会計観
（資金観）および企業主体説（E 説）が、IASB
主導による新概念フレームワークの中に取
り込まれようとしているという仮説を立て
て、その検証を目指すことになる。この立場
は、A、B、C、ともに共通の分析視点となる。 
これまでの概念フレームワーク研究の多

くは、収益費用観と資産負債観を対立的にと
らえて、二元的に展開されてきた。1976 年の
FASB の概念フレームワークの『討議資料』の
影響を受けて、そのような立場からは、次図
のＢ列の会計からＡ列の会計への移行が見
てとれる。これに対して、本研究が注目して
いるのは、C 列の資金観の存在である。この
立場からは、伝統的な二元的対立が解消して
一元的に収束していくのではなく、三元的に



調和化の方向に向かっていると理解できる
（佐藤倫正「財務会計の三元的理解―資金観
の可能性―」『企業会計』第 52 巻第 12 号、
2000 年 12 月、4-10 頁）。すなわち、次のよ
うな B列から A列と C列に同時に展開するよ
うな三元的構造を認めて、その対立構造の全
体に意義があると考えている。さらに、C 列
の資金観は企業主体説との親和性が高い。 

 
４．研究成果 
(1)研究の主な成果 
 研究の主な成果として次の3点を挙げるこ
とができる。 
 第 1 に、IASB の新概念フレームワークは、
新しい時代のためのビジョン型のフレーム
ワークであることを確認できたこと。それは、
アメリカ型の株主資本主義ではなく、日本や
ドイツや北欧などのステークホルダーを重
視する共益資本主義に適合する会計を促す
可能性を秘めている。第 2に、その知見にも
とづいて、IASB の新概念フレームワークの
「討議資料」と「公開草案」に対し、コメン
トレターを送ることができたこと。第 3とし
て、上記の知識をふまえて、新しいタイプの
会計の入門テキストを公刊できたことがあ
げられる。 
 以下、研究グループ別の成果をもう少し詳
しく説明させていただく。 
①概念フレームワーク（Aチーム） 

 このチームは、合計 6年間にわたって、新
概念フレームワークの動向を追い続けた。そ
の成果は、上記の総論でも述べたとおりであ
るが、この間、株主中心のガバナンスを強化
して、ROE を重視する旧守的動きが日本に現
れていることも、同時に確認した。新しい資
本主義への移行は、しかしながら、紆余曲折
をへて徐々に進んでいくものと思われる。 
②実証研究（Bグループ） 

 このグループにとって、2012 年の夏に、ニ
ューヨーク大学の二人の著名研究者の業績
に接したのは好運であった。一人は、ポー
ル・ザロウィン教授（2012 年 8月 12 日）、も
う一人は、バルフ・レブ教授（同年 8 月 30
日）であった。その関係で、二人の業績を中
心に、新概念フレームワークの大転換の有用
性を検討することになった。利益情報のレリ
バンスは低下しているならば、大転換の必然
性は増すことになる。しかし、企業主体説（E
説）の有用性について実証的証拠を得ること
は、一般には難しい。レブ教授の講演録を翻
訳・公刊できたことは、大きな成果であった
（論文②）。そこでは、日本の会計システム
研究への期待が述べられている。 
③会計と文化（Cサーチ） 

 このグループは、各国の文化と国際会計の
動向を絡めて研究を行った。とくに重要な点

は、日本の文化を取り上げ、イスラム文化を
取り上げて、アセアン諸国、イギリス、ドイ
ツ、カナダ、北欧諸国など、広範な比較を行
ったことである。この結果、日本が鎖国でき
たことによる独自性が浮かび上がり、日本が
新しい会計や資本主義に貢献できる可能性
が見えてきた。 
 
(2)格差への着目 
本研究は、1 年間の研究延長が許可された

が、その理由は、「格差」の問題と会計との
関連を探る必要を強く感じたからであった。
この研究がスタートした 1 年後の 2013 年、
フランスの経済学者トマ・ピケティの『21 世
紀の資本』がフランスで出版され、翌年アメ
リカで英語版が出て、世界的なブームになっ
た。 
2014 年 9月、国際会計の新概念フレームワ

ークの検討過程で、資本主説及び企業主体説
を調査中に、昨今注目を集める「格差」の原
因として示されているものが会計的には資
本主説にあたることから、「格差の会計原因
説」という仮説を研究代表者が思いついた。
研究遂行上、この仮説と新概念フレームワー
クとの関連を見極める必要があるため、格差
に関する情報収集と仮説の再構築を追加す
る必要が生じた。 
先にも述べたとおり新概念フレームワー

クはビジョン型のフレームワークであり新
しい時代を見据えたものであった。それを本
研究は株主資本主義から共益資本主義への
移行と捉えていた。ピケティによれば様々な
経済ルールや法律や税制などが「資本収益率
（r）＞経済成長率（g）」を作り出し、これ
が格差を拡大させる。しかし、そこには会計
への言及がなかった。 
そこで研究代表者は、「格差の会計原因説」

という仮説を追加して検討を行った。その結
果判明したことは、多くの著名な経済学者や
経営学者が着目していない複式簿記に埋め
込まれている資本主説（P 説）が格差を生み
出す原因になっていることである。その成果
は、論文①と⑧で発表された。 
 
(3)得られた成果の国内外における位置づけ
とインパクト 
①日本国内への影響 
日本ではこれまで、資本主説（P 説）にも

とづいて収益費用観と資産負債観の2項対立
で概念フレームワークを理解する傾向が強
かったが、本研究によって、企業主体説（E
説）及び資金観にもとづく新たな会計研究領
域の出現に、会計の新しい展開方向を示唆す
ることができる。会計と文化のかかわりから
国際会計を理解する上で単なる海外の動向
や研究の紹介でなく、日本の立場から会計を
検討する方向に道を開いたことになる。 
②海外へのインパクト 
本研究遂行の過程で、IASB にコメントレタ

ーを送ったこと、また、海外で複数の研究発



表を行ったことによって、企業主体説への移
行を日本から発信できたことには、大きな意
義がある。日本こそステークホルダー重視の
経営を行ってきた国であり、海外も日本から
のそのような発信を期待していると考えら
れるからである。 
 
(4)今後の展望 
2015 年に発覚した東芝の会計不正に見ら

れるように、従来の慣習的会計には利益至上
主義を誘発し、会計不正を誘発するような構
造的欠陥を有していることが明らかになっ
た。この問題に対処する上で IASB のビジョ
ン型のフレームワークは有効であると思わ
れる。また、世界的な格差の拡がりと、それ
に伴う経済停滞を是正するために会計シス
テムを根本的に変えていくことが必要にな
る。 
この点に関しては、日本に大きなアドバン

テージがあるはずである。営利会計と非営利
会計の統合や、大転換を進めるための複式簿
記システムの研究が進行している（学会発表
②）。 
会計の大転換は、必ずしも容易な作業では

ないので、多くの識者の理解と協力が必要に
なる。それに向けて組織的な活動を開始する
必要があるかも知れない。 
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